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本指針の目標 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

計
画
（
Ｐ
）
→
実
施
（
Ｄ
） 

目
標
値 

 
 【令和２年度末までの目標値】 

① 圏域ごとに、精神障害者地域移行・地域定着推進協議会などの保健、医療、福祉

関係者による協議の場を設置 

市町村ごとに、協議会やその専門部会など保健、福祉関係者による協議の場を設

置 

② 精神科在院患者調査における１年以上の長期入院者数：898人 

（平成 28年度精神科在院患者調査における 1年以上の長期入院者数 1,014人

を年間 29人ずつ削減、29人×4年＝116 人の減） 

③ 入院後 3か月時点の退院率：69％以上 

入院後 6か月時点の退院率：84％以上 

 入院後１年時点の退院率：90％以上 
 

【目標設定の考え方等】 

① 国の基本指針のとおり設定 

② 大阪府全体の取組みとして、平成 29年度から 3年間で、平成 28年度の 1年

以上の長期入院者のうち寛解・院内寛解患者（堺市は 86人）を減らすこととし

ている。（年平均 29人の削減） 

③ 国の基本指針のとおり設定（国の精神保健福祉資料による） 

 

 

【実績の推移】 

実績 H３０ R1 R2 

保健、医療、福祉関係者による協議の

場の設置 
未設置 - - 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

実績 H３０ R1 R2 

入院後3か月時点の退院率 集計中 - - 
 

実績 H３０ R1 R2 

入院後6か月時点の退院率 集計中 - - 
 

実績 H３０ R1 R2 

入院後１年時点の退院率 集計中 - - 
 
※退院率は国の精神保健福祉資料によるが現在集計中である。 

 
 
 
 

【参考】精神科病院入院者の地域移行支援利用者数 

H2７ H2８ H2９ H30 

3人 7人 7人 4人 
 
 

 

 

実績 H３０ R1 R2 

精神科在院患者調査における１年以

上の長期入院者数 
９１７人 - - 
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主
な
活
動
指
標 

○主な活動指標の一覧 

 H３０ R1 R2 

居宅介護 
見込 2,577人／月 2,743人／月 2,909人／月 

実績 2,505人／月 - - 

重度訪問介護 
見込 236人／月 249人／月 260人／月 

実績 213人／月 - - 

行動援護 
見込 37人／月 38人／月 41人／月 

実績 45人／月 - - 

同行援護 
見込 310人／月 320人／月 331人／月 

実績 302人／月 - - 

生活介護 
見込 1,943人／月 2,018人／月 2,095人／月 

実績 1,967人／月 - - 

自立訓練（機能訓

練） 

見込 29人／月 31人／月 33人／月 

実績 25人／月 - - 

自立訓練（生活訓

練） 

見込 158人／月 173人／月 190人／月 

実績 91人／月 - - 

就労移行支援 
見込 254人／月 265人／月 276人／月 

実績 277人／月 - - 

就労継続支援（Ａ型） 
見込 320人／月 335人／月 350人／月 

実績 467人／月 - - 

就労継続支援（Ｂ型） 
見込 1,924人／月 1,998人／月 2,075人／月 

実績 2,052人／月 - - 

短期入所 
見込 842人／月 883人／月 925人／月 

実績 775人／月 - - 

自立生活援助 
見込 10人／月 19人／月 29人／月 

実績 ０人／月 - - 

共同生活援助 
見込 769人／月 802人／月 835人／月 

実績 805人／月 - - 

地域移行支援 
見込 13人／月 16人／月 20人／月 

実績 2人／月 - - 

地域定着支援 
見込 252人／月 260人／月 270人／月 

実績 223人／月 - - 
 

H30 

年度 

評価（Ｃ） 改善（Ａ） 

【実績にかかる評価】 

・在院患者調査による長期入院者については、

目標値に向けて削減となっている。 

・精神科病院入院者の地域移行支援サービス

の利用は4人であり、2人がグループホーム

へ移行し、2人が継続中である。サービス利

用が伸びない理由の一つとして、支援できる

事業所がまだ少ないことが課題である。一方

で、長期入院者については、退院への意欲喚

起に時間を要し、事業所との契約のタイミン

グが難しいことなどから、基幹センターで支

援しているケースも多くなっている。 

・H30年度に新設された自立生活援助サービ

スを担う事業所が令和元年度にできており、

今後支援が期待できる。 

【R元年度における取組等】 

・各区基幹相談支援センターに設置す

る地域移行コーディネーターが中心

となり、市内の精神科病院と協力し、

退院意欲の喚起のためピアサポータ

ーを活用した茶話会の開催や、職員向

けの地域移行に関する研修等を行う。 

・精神科病院、基幹、行政で、退院促進

支援会議を年2回行い、情報共有や意

見交換などを行っている。 

・地域移行支援を担う事業所を対象に

研修等を行い、事業所が支援を行いや

すくなるようサポートする。 

・自立生活援助サービスが進むよう事

業所の支援を行っていく。 
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